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1. 公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

（1） 長寿命化の背景 

伊豆の国市（以下、「本市」）の公営住宅等は、平成２７年３月に策定した伊豆の国市公

営住宅等長寿命化計画に基づき、解体工事や大規模改修工事を行ってきており令和 6

年１０月現在、市営住宅 8団地・１８棟・167戸が供給されている。 

現在供給されている住宅は昭和 57 年から平成 15 年にかけて建設されており、建

設から約４０年経過した住宅がある他築後３０年以上経過している住宅も多く、住宅の

状態を調査し老朽化した住宅については建替えや用途廃止を検討した上で必要な住宅

には長期間活用するために必要な対策を講じることが必要となっている。 

（2） 長寿命化計画の目的 

本計画では住棟毎に、建替、改善、修繕等の活用手法を定め、効率的に事業を実施す

ることにより、良質なストックを効果的に長期間活用することを目的とする。また、事業

に伴う費用対効果を算出し、活用手法の選定を行うことで長寿命化による更新コストの

削減と事業量の平準化等を図ることを目的とする。 

（3） 計画の位置づけ 

第２次伊豆の国市総合計画を上位計画として各種計画が定められている。住生活基

本計画（全国計画）及び静岡県住宅マスタープラン（静岡県住生活基本計画）に即し本市

の各種計画と整合を図りつつ、伊豆の国市公共施設等総合管理計画や伊豆の国市公共

施設再配置計画に定める方針を実現するため、本計画を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画 

公共施設等総合管理計画 

公共施設再配置計画 

住生活基本計画（全国計画） 

静岡県住宅マスタープラン 

（静岡県住生活基本計画） 

国・県の計画 

公営住宅等 

長寿命化計画 

本市の計画 
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2. 計画の対象及び期間 

（1） 計画の対象 

本計画は、令和 6 年 10 月 1 日現在において本市が公営住宅として管理している市

営住宅（計１６７戸）を対象とする。 

 

河東団地 

天野団地 

神島住宅 

桜木町住宅 

旭平住宅 

新帝産台住宅 

帝産台住宅 

新鍋沢住宅 

伊豆長岡駅 

大仁駅 

田京駅 

市役所 

市営住宅 

鉄道駅 
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（2） 計画期間 

計画期間は令和7年度から令和 16年度までの 10年間とする。また、計画内容につ

いては、おおむね 5年ごとに見直しを行う。 

3. 公営住宅等の状況 

（1） 伊豆の国市の状況 

・人口及び世帯数の状況 

令和 2 年の国勢調査による人口は 46,804 人となっており減少している。また、世

帯数は 18,496世帯であり平成 22年をピークに減少している。 

  

（国勢調査及び社人研人口推計による）   

 

  

（国勢調査及び社人研人口推計による）  
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・市内住宅の状況 

令和 5 年現在、住居世帯のある住宅数は 18,250 戸となっており借家は 5,400

戸となっている。また、空き家率は 22.0％となっている。 

      
（住宅土地統計調査） 

（2） 公営住宅の状況 

・市営住宅の概要 

現在、市営住宅は合計 9 団地、22 棟、187 戸を管理しているが、1 団地 4 棟 20

戸は供用しておらず、令和 7 年度に解体を予定している。また、供用中の住宅の建設

年度は昭和 57 年度～平成 15 年度であり、経過年数は 21～42 年の間に広く分布

している。 

構造は、簡易耐火造 2階建てと中層耐火構造（RC）があり耐用年数は簡易耐火造

2階建ての耐用年数は 45年、中層耐火構造（RC）で 70年となっており計画期間中

に耐用年数を経過するものがある。 

各市営住宅の概要 

団地名 戸数 構造 建設年度 階数 ３点給湯 EV 駐車場 備考 

新帝産台住宅 7 簡易耐火 S57 2 × × ×  

桜木町住宅 7 簡易耐火 S60 2 × × ×  

旭平住宅 15 簡易耐火 S61 2 × × 無料 借地 

帝産台住宅 28 中層耐火 S63 4 × × 無料  

新鍋沢住宅 28 中層耐火 H2 5 〇 × 無料  

天野団地 21 中層耐火 H5 3 〇 × 無料  

河東団地 21 中層耐火 H7 3 〇 × 無料  

神島住宅 40 中層耐火 H15 3 〇 〇 有料  

（伊豆の国市管財営繕課） 



5 

 

耐用年数及び施設の改修履歴（田京住宅を除く） 

団地名 耐用年数 耐用年限 
耐用年数 

1/2経過年 
主な改修履歴 

新帝産台住宅 ４５年 R9 H17 H30屋根外壁塗装 

桜木町住宅 ４５年 R12 H20 H29屋根外壁塗装 

旭平住宅 ４５年 R13 H21 
H27・28屋根外壁塗装 

R3スロープ設置 

帝産台住宅 ７０年 R40 R5 H22屋上防水 R4外壁塗装 

新鍋沢住宅 ７０年 R42 R7 
H21屋上防水 R5屋根外壁塗装 

R6 給水ポンプ交換 

天野団地 ７０年 R45 R10  

河東団地 ７０年 R47 R12 
R6 供用部分照明器具交換 

R6 給水ポンプ交換 

神島住宅 ７０年 R55 R20 
R4ガスバルクタンク交換 

R5供用部分照明器具交換 

（伊豆の国市管財営繕課） 

（3） 現地調査の結果 

現地調査は、維持管理計画の参考として住宅固有の劣化状況を把握するために実

施する。 

 ・調査方法と調査の視点 

現地調査は、事前に建物諸元により、各団地及び住棟の建築概要を把握した上で、

目視により団地及び住棟における建物外部の劣化状況や居室の状況について調査を

行った。 

また、個別改善事業の可能性を判断するために、現地調査の視点を以下のように設

定した。 

現地調査の視点 

事前把握 建物諸元 ・建築概要（建築年、構造など） 

現地調査 

屋上・屋根 ・屋上防水や瓦等の劣化状況 

樋 ・樋や取り付け金具の劣化状況 

外壁 
・外壁・庇裏・軒裏等の仕上げ材の劣化状況 

・シーリング材の劣化状況 

ベランダ等 ・手摺の劣化状況 

貯水槽等 ・パネル、取り付け部の劣化状況 

通路・外構等 ・アスファルト等の劣化状況 
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調査結果の概要 

団地名称 

調査結果 

備考 
屋
上
・屋
根 

樋 

外
壁 

ベ
ラ
ン
ダ
等 

貯
水
槽
等 

通
路
・外
構
等 

新帝産台住宅  A A A Ｂ ／ B  

桜木町住宅 A A A Ｂ ／ C  

旭平住宅 Ｂ Ａ Ａ Ｂ ／ Ｂ  

帝産台住宅 A Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ  

新鍋沢住宅 A Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  

天野団地 B Ｂ C Ｂ B Ｂ  

河東団地 Ａ Ｂ C Ｂ Ｂ Ｂ  

神島住宅 B Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  

    A ： 当面個別改善の必要なし（直近で改善済もしくは修繕周期以前） 

   B ： 中長期に個別改善対応が必要（修繕周期を経過） 

   C ： 早急に個別改善対応が必要     
※詳細については資料①を参照 

（4） 公募の状況 

 市営住宅の募集は原則公募にて実施している。応募の状況は低調でありかつ、住宅に

よりバラツキがあり部屋により長期にわたり空室になることがある。 

市営住宅の募集と応募状況 

項目 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 5年平均 

募集回数 1 1 4 3 3 2.4 

募集戸数 14 18 54 15 23 24.8 

応募世帯数 8 5 14 20 7 10.8 

応募倍率 0.57 0.28 0.26 1.33 0.30 0.44 

            （伊豆の国市管財営繕課） 

（5） 入居者の推移 

 田京住宅の募集を停止しており入居可能戸数が減少している。令和６年度については

田京住宅の移転事業が完了したことと、能登半島地震被災者受入対応により入居可能

戸数が減少し入居率が向上している。 

 また、令和２年度から令和６年度の平均入居年数は 21.80年となっており、急速に入

居年数が伸びている。令和６年度の入居可能件数 162戸を平均入居年数２１．80年で

割ると１年当りの退去戸数は7.4戸となり、過去５年間の応募世帯数 10.8戸と比べる

と１年当り 3.4戸応募者に対し募集世帯が不足している状態となっている。 
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市営住宅の入居状況（各年 4/1現在） 

項目 R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 5年平均 

入居可能戸数 179 179 173 172 162※ 173 

入居戸数 164 160 155 156 160 159 

入居率 91.6％ 89.4 89.6％ 90.7％ 98.8％ 91.9％ 

高齢者世帯 98 99 97 100 102 99.2 

単身世帯 78 83 76 69 72 75.6 

障害者世帯 20 10 8 16 10 12.8 

生活保護世帯 9 8 14 13 10 10.8 

子育て世帯 22 22 17 19 22 20.4 

平均入居年数 15.22 16.17 16.32 27.50 27.00 21.80 

平均世帯員数 1.85 1.81 1.79 1.82 1.80 1.81 

※Ｒ6は能登半島地震被災者支援及びウクライナ難民支援のため入居制限を実施（伊豆の国市管財営繕課） 

市営住宅入居戸数（各年 3/31現在） 

項目 R1年 R２年 Ｒ３年 Ｒ4年 Ｒ5年 管理戸数 

岩戸団地※ 4 ／ ／ ／ ／ 12 

三福住宅※ 5 5 5 ／ ／ 20 

田京団地※ 7 7 7 5 ／ 20 

新帝産台住宅 6 5 5 5 7 7 

桜木町住宅 7 7 7 7 7 7 

旭平住宅 12 11 11 13 15 15 

帝産台住宅 26 24 24 24 24 28 

新鍋沢住宅 23 22 22 24 26 28 

天野団地 20 21 21 20 21 21 

河東団地 20 20 20 20 21 21 

神島住宅 40 38 38 39 39 40 

計 170 160 160 157 160 219 

※岩戸団地・三福住宅・田京団地は公共施設再配置計画により用途廃止（伊豆の国市管財営繕課） 

（6） 公営住宅の入居可能世帯数等の推計 

 国立社会保障・人口問題研究所の人口推計では令和 17 年に 40,189 人、令和 27

年に 35,780人と減少していく。 

世帯数は「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）における世帯数推計プログラム」

にしたがって算出した結果令和 17年に 16,852世帯、令和27年に 15,345世帯と

減少していく結果となった。また、高齢化が進み高齢者の単身世帯が増えていくことが

考えられる。また、上記世帯数推計プログラムにより推計すると令和 37 年度に公営住

宅入居可能世帯数が 1,419世帯・著しい困窮年収水準未満の世帯数が 753世帯と減

少していく。 



8 

 

世帯推計プログラムによる推計の結果 

 

※推定の詳細については資料②を参照 

（7） 活用可能ストック量の推計 

 令和 5 年現在市内の住宅総数は 23,590 戸でそのうち住居として利用されている

戸数は 18,250戸となっている。また、建築年代別に集計すると、耐震基準が強化され

た 1981 年以降に建築された住宅は借家 4,130 戸、持ち家 9,120 戸、計 13,250

戸となっている。 

このため、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）における世帯数推計プログラム」

にしたがって算出した世帯数推計値（令和 17 年 16,852 世帯・令和 27 年 15,345

世帯）と比較すると、住宅総数は推計世帯数を満たしているが、耐震基準が強化された

1981年以降住宅のみでは推計世帯数に対して不足している。 

また、家賃40,000円未満の専用住宅戸数は 1,700戸となっており「著しい困窮年

収水準世帯数」1,280 世帯（令和 2 年）を上回っているとともに、今後の人口減少によ

り困窮世帯数が減少していくことが推計されている。 

 

（令和 5年住宅土地統計調査）  

0円
1円～

10,000円未満
10,000円～
20,000円未満

20,000円～
40,000円未満

40,000円～
60,000円未満

60,000円～
80,000円未満

80,000円～
100,000円未満

100,000円～
150,000円未満

150,000円～
200,000円未満

200,000円以上 不詳

総数 150 10 200 1340 2100 1310 150 30 0 0 10
19㎡以下 10 0 60 140 130 0 0 0 0 0 0
20～29㎡ 10 0 40 410 190 20 0 0 0 0 10
30～39㎡ 10 0 10 590 470 220 0 0 0 0 0
40～49㎡ 0 0 0 70 690 270 0 0 0 0 0
50～59㎡ 10 0 90 50 420 520 0 10 0 0 0
60～69㎡ 30 0 0 20 80 170 50 0 0 0 0
70～79㎡ 20 10 0 0 10 50 0 0 0 0 0
80～89㎡ 20 0 0 20 40 40 0 0 0 0 0
90～99㎡ 30 0 0 20 10 10 0 0 0 0 0
100～119㎡ 0 0 0 10 50 10 10 10 0 0 0
120～149㎡ 10 0 0 10 10 0 90 10 0 0 0
150～199㎡ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
200～249㎡ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
250㎡以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1か月あたりの家賃

延べ床面積

市内専用住宅の面積別家賃集計（単位：戸）
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   （令和 5年住宅土地統計調査） 

 
（令和 5年住宅土地統計調査） 
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（8） 住宅総数と世帯推計に関するまとめ 

 活用可能ストック量と世帯数推計の結果として、本市の現状は住宅総数が世帯数を大

きく上回っており民間住宅を含めて住宅数は充足している状況といえる。 しかし、空

き家率が高いことや耐震性能が低い昭和５５年以前の住宅も一定数あることから、全て

の住宅が良好な住居性能を維持しているとは言えない。また、高齢化が進み、高齢者の

独居世帯が増えていることもあり住宅の質の面で十分な機能が備えられているとは言

えない。 

 また、現状では低廉な家賃の借家数が困窮世帯数を上回っており低廉な家賃の住宅

が一定数あり、今後人口減少により世帯数も減少することもあり困窮世帯数も減少して

いくことから、住宅の供給量という面では必要な戸数を満たしていると言える。 

 

4. 長寿命化に関する基本方針 

（1） ストックの状況把握（定期点検及び日常点検）の方針 

 法定点検（受水槽・消防設備・エレベーター等）を実施するとともに、公営住宅等日常点

検マニュアル等に基づき日常点検を実施するとともに、継続使用をしていく住宅につい

ては建築基準法第 12条の規定に準じた検査を独自に実施する。 

 また、入退去時を利用して住戸内部の点検を実施し、ストックの状況把握に努める。 

（2） 修繕の実施方針 

 計画的に修繕を実施していくことで予防保全型の維持管理を実施する。 

（3） データ管理に関する方針 

 定期点検結果及び日常点検結果、修繕・改善履歴をカルテ化して管理し次回点検時の

活用及び本計画の見直し時等に活用するものとする。 

 

5. 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

（1） 事業手法の選定 

 住宅総数と世帯数推計に関するまとめにもあるとおり、住宅の量の面では必要量を満

たしていることと将来的に人口が減少していくことから、市営住宅についても量的な充

実よりも質的な充実を図っていく必要がある。 

 このため、公営住宅等長寿命化計画策定指針「事業手法の選定フロー」に基づき下記

のとおりに判定を行い各住宅の事業手法について検討を行う。 
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（2） 判定結果 

① 公営住宅等の需要の見通しに基づく将来ストック量の推計（中長期） 

入居者数の推移について 3-（5）で考察を行ったが、令和６年の入居可能件数 162

戸を平均入居年数２１．80年で割ると１年当たりの退去戸数は 7.4戸となり、過去５年

間の応募世帯数 10.8戸と比べると１年当たり 3.4戸が応募者に対し募集世帯が不足

している状態となっているところであるが、3-（8）でまとめたとおり、住宅供給量とい

う面では必要な戸数を満たしている。 

 

② １次判定：団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業

手法の仮設定 

【２-1】住棟の立地環境等社会的特性を踏まえた管理方針の仮設定 

 団地名 需要 効率性 立地 災害 判定結果 備考 

新帝産台住宅 × × 〇 〇 判断を保留 Bグループ 

桜木町住宅 △ × 〇 × 判断を保留 Bグループ 

旭平住宅 △ × × × 判断を保留 Bグループ 

帝産台住宅 △ △ 〇 〇 継続管理 Aグループ 

新鍋沢住宅 △ 〇 △ × 判断を保留 Bグループ 

天野団地 〇 〇 〇 × 判断を保留 Bグループ 

河東団地 〇 〇 △ × 判断を保留 Bグループ 

神島住宅 〇 〇 × × 判断を保留 Bグループ 

需要：〇応募者が多く抽選になる △応募実績が少ない ×応募実績がない 

効率性：〇地形が平坦かつ 2０００㎡以上の敷地  

△地形が平坦ではないが敷地面積 2０００㎡以上の敷地 ×敷地面積 2000㎡未満 

立地：〇市街化区域内△市街化区域に近接 ×市街化調整区域 

災害：〇災害危険区域に該当しない ×災害危険区域に該当する 

※需要・効率性・立地に×がある場合と災害に×がある場合は判断を保留 
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【2-2】住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

団地名 躯体 避難 安全性に 

関する評価 

福祉

対応 

給湯

設備 

駐 車

場 

居住性に関

する評価 

１次判定の結果 

新帝産台住宅 〇 〇 

改善不要 

× × × 

要改善 

改善、建替、 

又は用途廃止 

Bグループ 

桜木町住宅 〇 〇 × × × 

旭平住宅 〇 〇 × × × 

帝産台住宅 〇 〇 × △ 〇 
改善又は建替 

Aグループ 

新鍋沢住宅 〇 〇 × ▲ 〇 改善、建替、 

又は用途廃止 

Bグループ 

天野団地 〇 〇 △ 〇 〇 

河東団地 〇 〇 △ 〇 〇 

神島住宅 〇 〇 ◎ 〇 
〇 

有料 
改善不要 

維持管理 

又は用途廃止 

Bグループ 

躯体：〇昭和５６年の新耐震基準に基づいている ×新耐震基準に基づいていない 

避難：〇２方向避難が確保されている ×確保されていない 

福祉対応（居住性）：◎エレベーターあり 〇バリアフリー化が行われている △一部対応 ×非対応 

給湯設備（居住性）：〇整備済み △一部整備済み ▲風呂釜あり風呂桶なし ×未整備 

駐車場：〇駐車場あり×駐車場なし 

 

③ 2 次判定：1 次判定において事業手法・監理手法の判断を保留した団地・住棟の事

業処方の仮設定 

 

【3-1】 Aグループ 

〔LCC比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮算定〕 

【2-2】住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性の検討にて、躯体・避難

の安全性に係る改善の必要性が全て「改善不要」であるため、該当なしとする。 

  

【3‐2】 Bグループ  

〔将来のストック量を踏まえた管理方針等の仮設定〕 

将来のストック量については、3-（7）活用可能ストック量の推計にて考察したが、令

和５年度時点で困窮世帯に対する住宅供給も供給量が上回っていることや人口減少の

進行が推計されるため、十分な住宅供給が可能と考えられ本計画期間内での市営住宅

の新規供給は必要ないと判断できる。 

令和 6 年 10 月現在の管理戸数は 167 戸となっている。本計画期間内に耐用年数

を超える団地は新帝産台住宅・桜木町住宅・旭平住宅の 3か所 29戸となっている。前

計画でも簡易耐火 2 階建ての建築物の目標使用年数を 45 年中層耐火建築物の目標
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使用年数を 70年となるように長寿命化事業を実施してきた。また、全ての住宅は建物

の安全性において問題はないことから、用途廃止や建替えを急ぐ必要はなく、耐用年数

を経過した時点で入居者の募集を停止することとし、入居者がいる間は維持管理を行

うこととする。 

2次判定の結果 

 団地名 戸数 １次判定 耐用年数 ２次判定 

新帝産台住宅 7 
改善、建替、 

又は用途廃止 

× R 9 
改善し 

当面維持管理 
桜木町住宅 7 × R12 

旭平住宅 15 × R13 

帝産台住宅 28 改善又は建替 △ R40 改善 

新鍋沢住宅 28 

改善、建替、 

又は用途廃止 

△ R42 

改善 天野団地 21 △ R45 

河東団地 21 △ R47 

神島住宅 40 〇 R55 維持管理 

〇計画期間内に耐用年数の 1/2に達しない 

△計画期間内に耐用年数の 1/2に達する 

×計画期間内に耐用年数に達する 

 

④ ３次判定 計画期間における事業手法の決定 

 

【4-1】 集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

1 次判定及び 2 次判定において計画期間内での建替え対象となった団地・住棟がな

いため、再判定を省略する。 

 

【4-2】 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

  過去の発注実績等より下記価格にて改修事業費の試算を行う 

共用部分照明設備更新 概算事業費（円／戸） 備考 

共用部分照明設備更新 51,000円 LED照明器具 

排水管洗浄 50,000円  

受水槽更新 720,000円 ステンレス水槽 

揚水ポンプ更新 85,000円  

換気設備更新 100,000円 キッチン・風呂・トイレ 

室内照明器具更新 100,000円 LED照明器具 

外壁塗装・屋根防水改修 1,750,000円  

試算結果は、資料⑤年次計画に記載する。事業の平準化を考慮し、当公営住宅等長寿

命化計画での対象事業は「6.長寿命化のための事業実施予定一覧」のとおりの実施予

定とする。 
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【4-3】 長期的な管理の見通しの作成【30年程度】 

上記判定の結果を基に、住宅別の長期的な管理の見通しについて下記のとおりまと

めた。 

団地の建替えや用途廃止等の長期的な管理の見通し 

団地名 戸数 建設年次 R7～R16 R17～R26 R27～R36 備考 

新帝産台住宅 7 S57 
当面維持管理

募集停止 
廃止・解体 ― 

入居者数の推移

により廃止年次

を決定する 

桜木町住宅 7 S60 

旭平住宅 15 S61 

帝産台住宅 28 S63 

個別改善 
維持管理 

維持管理 

 

新鍋沢住宅 28 H2 

天野団地 21 H5 

河東団地 21 H7 

神島住宅 40 H15 個別改善 

 

【4-4】 計画期間における事業手法の決定 

 

上記判定の結果、各住宅の管理方針を下記のとおりとし、伊豆の国市公営住宅等長

寿命化計画を作成する。 

 

〇本計画期間内に耐用年数が経過する下記住宅については、当面維持管理を行うが耐

用年数経過をもって入居者の募集を停止し、入居者が減少した時点で用途廃止とする。 

 

【当面維持管理する団地】   桜木町住宅・新帝産台住宅・旭平住宅 

 

〇災害危険区域内に所在する住宅については、当面の間必要な定期点検や日常点検の

結果に基づき計画的な整備を行い良好な居住環境を整備することに努めるが、再建築

の際には移転改築を検討する。 

 

【個別改善・当面管理する団地】   新鍋沢住宅・天野団地・河東団地・神島住宅 

 

〇本計画期間内にまだ耐用年数が経過しない住宅については、必要な定期点検や日常

点検の結果に基づき計画的な整備を行い、住宅の質を高め良好な居住環境を整備する。 

 

【個別改善・維持管理をする団地】  帝産台住宅 

 

改修内容については「8.長寿命化のための事業実施予定一覧」のとおりとする。また、

国提出様式については、資料③に掲載し、年次計画を資料④に掲載する。 
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公営住宅等ストックの事業手法別戸数表 

 １～５年目 ６年～１０年目 合計 

公営住宅等管理戸数 167戸 １６７戸 １６７戸 

 新規整備事業予定数 0戸 0戸 0戸 

維持管理予定戸数 167戸 167戸 167戸 

 うち計画修繕対応戸数 0戸 0戸 0戸 

うち改善事業予定戸数 98戸 61戸 138戸 

 個別改善事業予定戸数 98戸 61戸 138戸 

全面的改善事業予定戸数 0戸 0戸 0戸 

うちその他戸数 29戸 29戸 29戸 

建替事業予定戸数 0戸 0戸 0戸 

用途廃止予定戸数 0戸 0戸 0戸 

※合計数は計画期間内での事業戸数であり 1～5年目と 6～１０年目に重複があるため相違がある。 

 

6. 建替事業の実施方針 

 急速な高齢化や人口減少が見込まれる中、必要とされる住宅の量及び質は急速に変

化していくことが予想される。このような状況で、新規に住宅を建設し７０年先まで需要

の変化に合わせ設備や間取りを変更していくことは現実的な手法ではない。また、民間

の既存住宅が多く残っている状況で、公営住宅を新たに建設し住宅供給量を増やすこ

とは民業圧迫になりかねないことから、原則として新規の建設は行わず借上公営住宅

制度の活用による既存ストックの有効活用など整備時点の経済情勢を考慮し様々な整

備手法を検討する。 

  

7. 改善事業の実施方針 

 修繕履歴や定期点検、日常点検の結果に基づき計画的に既存住宅の整備を行う。また、

退去の際に室内の状態を確認し必要な修繕・改修を行うことでコスト低減を図る。 

 なお、部屋ごとに高齢者対応型やファミリー対応型など入居者を想定した仕様に改修

を行うことで、質的な充実を図り多くの層に利用しやすい住宅を目指す。 

※資料⑤修繕周期表を参考に点検の結果を加味し長寿命化計画を策定する。 

 

① 長寿命化型 

・共用部照明器具の更新（LED化） 

・屋根、外壁等の塗装・防水改修  

・揚水ポンプの更新 

・受水槽の更新 
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② 住居性能向上型 

・浴室設備の整備   

※浴槽の設置されていない新鍋沢住宅及び浴槽と給湯設備が設置されていない帝産台住宅について、使

用可能な浴槽及び給湯設備の撤去義務を免除し給湯設備の設置促進を図る。 

・和室の洋室化   ※退去時に実施 

※クロスや襖紙の張替えの際に汚れにくい素材を使用し、畳の更新の際にはフローリング化を行う。 

③ 福祉対応型 

・浴室やトイレへの手摺設置 ※撤去義務の免除し設置促進を図る 

・混合水栓の設置   ※修繕時に実施 

※天野団地及び河東団地の 1階及び神島住宅について、福祉対応型として改修していく。 

④ その他 

・排水管の管内洗浄  ※退去時に実施 

・換気設備の更新   ※修繕時に実施 

・室内照明器具の LED化  ※修繕時に実施 

 

8. 長寿命化のための事業実施予定一覧（R7～R16） 

 団地名 事業内容 
計画 

年次 
備考 

帝産台住宅 

共用部分照明設備更新 R7 県市町村振興協会助成金 

受水槽・高架水槽更新 R9 長寿命化型 

揚水ポンプ更新 R9 長寿命化型 

新鍋沢住宅 
共用部分照明設備更新 R7 県市町村振興協会助成金 

受水槽更新 R10 長寿命化型 

天野団地 

外壁屋根等塗装改修 R7 長寿命化型 

揚水ポンプ更新 R8 長寿命化型 

共用部分照明設備更新 R8 県市町村振興協会助成金 

河東団地 
外壁屋根等塗装改修 R8 長寿命化型 

受水槽更新 R12 長寿命化型 

神島住宅 

外壁塗装及び屋上防水改修 R15 長寿命化型 

受水槽更新 R16 長寿命化型 

揚水ポンプ更新 R16 長寿命化型 

※下線部が社会資本整備計画対象事業 
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9. ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

長寿命化型事業を実施する住宅については、LCC（ライフサイクルコスト）の縮減効果

を下記のとおり算出した。 

【算出方法】 

LCC算定プログラム（国土交通省住宅局住宅総合整備課作成）により、長寿命化計画

の対象となった帝産台住宅・新鍋沢住宅・神島住宅・河東団地・天野団地（計

10,583.17㎡）を対象として、LCC縮減効果を算出した。 

※LCC（ライフサイクルコスト）とは、建設から解体までに建築物に必要とされる建築費・修繕費・維

持管理費・解体費などの費用から入居者が負担する光熱費等を除いた金額をする。 

 

 

70年間使用の場合 

住宅名 LCC（円/戸・年） 戸数 LCC年額 備考 

帝産台住宅 246,312 28 6,896,736  

新鍋沢住宅 228,286 28 6,392,008  

天野団地 266,218 21 5,590,578  

河東団地 315,705 21 6,629,805  

神島住宅 315,661 40 12,626,440  

LCC年額合計 38,125,567円／年 
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４７年間使用の場合 

住宅名 LCC（円/戸・年） 戸数 LCC年額 備考 

帝産台住宅 348,459 28 9,756,852  

新鍋沢住宅 324,600 28 9,088,800  

天野団地 363,336 21 7,630,056  

河東団地 425,140 21 8,927,940  

神島住宅 435,788 40 17,431,520  

LCC年額合計 52,835,168円／年 

 

上記試算の結果、長寿命化計画に係る事業を実施し対象となる 5 団地を 70 年間

使用することにより、14,709,601円／年のコスト縮減を図ることができる。 

※LCC算定の詳細は資料⑥を参照 

 

10. まとめ 

市内の住宅を取り巻く状況を全体的に見ていくと、人口は、平成７年の 50,328人

をピークに減少を続けており今後急速に減少していくことが予測される。また、世帯数

は平成 22年の 18,715世帯をピークに減少している。 

他方、市内の住宅は 23,590戸あるが、そのうち住居として利用されている戸数

は 18,250戸となっており、市内の住宅数が世帯数を大きく上回っており、量的には

十分なストックがあると考えられる。また、住宅の耐震化率は 88％と向上してきてい

るが、高齢化や人口減少が急速に進む中で住宅の質という面を考えると課題が多いと

いえる。 

また、空き家率は２２．０％と高いレベルにあり今後、管理をされずに危険空き家と

なる住宅が増加する可能性もある。 

このような状況から、耐震化率の更なる向上やリフォーム市場及び中古住宅の流通

を活発化させ既存住宅の質的向上を図るとともに、民間賃貸住宅や中古住宅の流通

量を増やすことが必要と考えられる。しかし、著しい困窮年数水準未満世帯数も減少

傾向であるが住宅確保が難しい住宅確保要配慮者も一定数いるため、住宅セーフティ

ーネット制度を充実させ民間市場での住宅供給をしていく必要がある。 

市営住宅については入居希望者数に対し供給世帯数が年あたり３．４戸不足してい

る現状である。しかし、入居者の公募を行っても応募が集中する住宅がある一方応募

がなく長期間空室となる住宅もある。特に本計画期間内に耐用年限を迎える３住宅

（桜木町・旭平・新帝産台）はメゾネットタイプであり、高齢者・障がい者の入居が難しく

なっていることから、耐用年数に余裕があり改修により対応可能な住宅に重点的かつ

効率的に投資をおこない質的な充実を図ることで魅力的な住宅としていくことが必要

である。 

このようなことから、民間の賃貸住宅や中古住宅の流通を活性化させるとともに、
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市営住宅の募集により民間の需給ギャップを補完していく必要があるとともに、今後

の人口減少や高齢化により必要とされる市営住宅の質や量が急速に変化していくこと

に柔軟に対応するため既存市営住宅の質的向上と、借上型公営住宅制度の導入など

による量の確保を併せて実施していく必要がある。 

 



現地調査票

住宅名

住所 吉田1021-8 1戸当たり面積（㎡）

建築年次 S57 戸数

耐用年数超過年次 R9 H20

都市計画 市街化区域

延床面積（㎡） 471.59

建築面積（㎡） 244.37

敷地面積(㎡） 619.92

構造 簡易耐火PCパネル工法 住戸形式

階数 ２階建 給水

駐車場 なし 排水

駐輪場 なし ガス

スロープ なし 手摺

浴室 浴槽なし 給湯設備

H26状態 R6状態

屋上・屋根 切妻 和瓦 A A

樋 塩ビ管 鉄製金具 A A

外壁 PCパネル アクリルウレタン塗装 B A

ベランダ・手摺 ２階窓に設置 アルミ手摺 A B

貯水槽 なし

通路等 舗装 アスファルト B B

公園等 なし

集会所等 なし

駐車場 なし 付近に駐車している

物置 スチール B

内部

特記事項

１階床に湿気による腐食が多く修繕が発生しやすい

修繕履歴

H19　擁壁設置

H24　屋根修繕

H30　外壁塗装

R5　通路舗装補修

公共下水道

プロパン

なし

施設の状態

仕様

アルミ

直圧

新帝産台住宅

64.9

7

耐用年数1/2超過年次

メゾネットタイプ

災害危険区域

資料①



現地調査票



現地調査票

住宅名

住所 田京57-2 専用住宅面積（㎡）

建築年次 S60 戸数

耐用年数超過年次 R12 H20

都市計画 市街化区域

延床面積（㎡） 471.59

建築面積（㎡） 244.37

敷地面積(㎡） 977.08

構造 簡易耐火PCパネル工法 住戸形式

階数 ２階建 給水

駐車場 なし 排水

駐輪場 なし ガス

スロープ なし 手摺

浴室 浴槽なし 給湯設備

H26状態 R6状態

屋上・屋根 切妻 スレート瓦 B A

樋 塩ビ管 鉄製金具 B A

外壁 PCパネル アクリルウレタン塗装 B A

ベランダ・手摺 ２階窓に設置 アルミ B B

貯水槽 なし

通路等 無舗装 土 C C

公園等 遊具無 土 C C

集会所等 なし

駐車場 なし 付近に駐車している

物置 スチール B

内部

特記事項

桜木町住宅

施設の状態

メゾネットタイプ

64.9

7

直圧

プロパン

アルミ

なし

単独浄化槽

災害危険区域
土砂災害警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

修繕履歴

H29　屋根外壁塗装

R6　遊具撤去

１階床に湿気による腐食が多く修繕が発生しやすい

前面が深沢川・後方は急傾斜地

仕様

耐用年数1/2超過年次



現地調査票



現地調査票

住宅名

住所 下畑630 専用住宅面積（㎡）

建築年次 S61 戸数

耐用年数超過年次 R13 H21

都市計画 市街化調整区域

延床面積（㎡） 934.35

建築面積（㎡） 567.6

敷地面積(㎡） 1,553.69

構造 簡易耐火PCパネル工法 住戸形式

階数 ２階建 給水

駐車場 なし 排水

駐輪場 なし ガス

スロープ なし 手摺

浴室 浴槽なし 給湯設備

H26状態 R6状態

屋上・屋根 寄棟 スレート瓦 B B

樋 塩ビ管 鉄製金具 B A

外壁 PCパネル アクリルウレタン塗装 B A

ベランダ・手摺 ２階窓ベランダに設置 アルミ手摺・シート防水 B B

貯水槽 なし

通路等 住宅前砕石 通路アスファルト B B

公園等 遊具無 土 C C

集会所等 あり 木造 B B

駐車場 なし 敷地内に駐車している

物置 スチール B

内部

特記事項

H27浄化槽配電盤修理

R6遊具撤去

施設の状態

仕様

１階床に湿気による腐食が多く修繕が発生しやすい

通路と住宅面に段差あり、背面はがけ地

屋根材（スレート）が劣化しておりワレや塗装の剥離が見られる。

旭平住宅

65.9

15

耐用年数1/2超過年次

メゾネットタイプ

直圧

アルミ

災害危険区域

土砂災害警戒区域

（土石流）

急傾斜地崩壊危険区域

単独浄化槽

プロパン

なし

修繕履歴

H24落石防護柵設置

H25屋根塗装（A棟）

H27屋根外壁塗装

H28屋根外壁塗装

R3スロープ設置

R4マンホール蓋修繕

R5倉庫移設・撤去



現地調査票



現地調査票



現地調査票

住宅名

住所 大仁1-12 専用住宅面積（㎡） 91.1 91.4

建築年次 S63 戸数

耐用年数超過年次 R40 R5

都市計画 市街化区域

延床面積（㎡） 2,457.48

建築面積（㎡） 676.2

敷地面積(㎡） 2,547.93

構造 RC造 住戸形式

階数 4階建 給水

駐車場 あり 排水

駐輪場 あり ガス

スロープ なし 手摺

浴室 浴槽なし 給湯設備

H26状態 R6状態

屋上・屋根 鋼製瓦・一部陸屋根 ウレタン防水 A A

樋 塩ビ管 鉄製金具 B A

外壁 RC上塗り アクリルウレタン塗装 B A

ベランダ・手摺 ベランダ・階段 アルミ A B

貯水槽・高架水槽 高架水槽方式 FRP　18㎥　6㎥ A B

通路等 舗装 インターロッキング A A

公園等 遊具無 土 A B

集会所等 あり RC造 B

駐車場 あり アスファルト B

物置 コンクリート 吹付け塗装 B

内部

特記事項

H25　シロアリ駆除

浴室周辺の木部に湿気による腐食が見られる

帝産台住宅

28

耐用年数1/2超過年次

フラット

受水槽・高架水槽

公共下水道

プロパン

アルミ

なし

施設の状態

仕様

災害危険区域

高架水槽はメンテナンス・耐震性を考えると地上設置が望ましい

修繕履歴

H22 揚水ポンプ更新

H22 屋根塗装及び防水工事

R4　外壁塗装

R6　遊具撤去

R5　浴槽・給湯器設置（401・402・405号室）

R5　床改修　畳⇒フローリング（402号室）



現地調査票



現地調査票



現地調査票



現地調査票

住宅名

住所 三福1051-2 専用住宅面積（㎡）

建築年次 H2 戸数

耐用年数超過年次 R42 R7

都市計画 市街化調整区域

延床面積（㎡） 2,273.99

建築面積（㎡） 635.09

敷地面積(㎡） 2,330.39

構造 RC造 住戸形式

階数 4階建 給水

駐車場 あり 排水

駐輪場 あり ガス

スロープ なし 手摺

浴室 浴槽なし 給湯設備

H26状態 R6状態

屋上・屋根 鋼製瓦・一部陸屋根 ウレタン防水 A A

樋 塩ビ管 鉄製金具 B A

外壁 RC上塗り アクリルウレタン塗装 B A

ベランダ・手摺 ベランダ・階段 アルミ B B

貯水槽 ポンプ直送式 FRP　18㎥ A B

通路等 舗装 アスファルト A B

公園等 遊具なし・砂場あり 芝生 A B

集会所等 あり RC造 B

駐車場 あり アスファルト A

物置 階段部分 鋼製戸 A

内部

特記事項

H26  揚水ポンプ修繕

H30　屋根瓦及び谷樋修繕

R5　屋上防水・外壁塗装

R5　受水槽ボールタップ交換

R6　揚水ポンプ交換

公共下水道

プロパン

アルミ

あり

施設の状態

仕様

浴室周辺の木部に湿気による腐食が見られる

修繕履歴

H21　屋上防水

H24　５階通路防水

H24　雨水排水管更新

H28　西側階段防水

新鍋沢住宅

28

耐用年数1/2超過年次

フラット

受水槽

78.8

災害危険区域

土砂災害警戒区域

（土石流）

急傾斜地崩壊危険区域



現地調査票



現地調査票



現地調査票



現地調査票

住宅名

住所 天野18-3 専用住宅面積（㎡）

建築年次 H5 戸数

耐用年数超過年次 R45 R10

都市計画 市街化区域

延床面積（㎡） 1,691.02

建築面積（㎡） 603.795

敷地面積(㎡） 2,137.46

構造 RC造 住戸形式

階数 3階建 給水

駐車場 あり 排水

駐輪場 あり ガス

スロープ １階のみ 手摺

浴室 あり 給湯設備

H26状態 R6状態

屋上・屋根 セメント瓦 A B

樋 塩ビ管 鉄製金具 B B

外壁 RC上塗り 吹付け塗装 B C

ベランダ・手摺 ベランダ・階段 アルミ A B

貯水槽 ポンプ直送式 ステンレス製　12.5㎥ A B

通路等 舗装 アスファルト A B

公園等 遊具無 土 A B

集会所等 なし

駐車場 あり アスファルト B

物置 なし

内部

特記事項

R1　雨樋他修繕

公共下水道

1階スロープあり

プロパン

アルミ

あり

施設の状態

仕様

浴室周辺の木部に湿気による腐食が見られる。

全体的に湿気がありカビが発生する。

修繕履歴

H21　受水槽ポンプ修繕

R6　遊具撤去

H24　ガス供給設備修繕

天野団地

21

耐用年数1/2超過年次

フラット

受水槽

80.3

災害危険区域 早期立退避難区域



現地調査票



現地調査票



現地調査票

住宅名

住所 南條78 専用住宅面積（㎡） 53.3 52.6

建築年次 H7 戸数

耐用年数超過年次 R47 R12

都市計画 市街化区域

延床面積（㎡） 1,390.92

建築面積（㎡） 536.22

敷地面積(㎡） 2,247.80

構造 RC造 住戸形式

階数 3階建 給水

駐車場 あり 排水

駐輪場 あり ガス

スロープ 1階のみ 手摺

浴室 あり 給湯設備

H26状態 R6状態

屋上・屋根 傾斜屋根 和瓦 A A

樋 塩ビ管 鉄製金具 B B

外壁 RC上塗り 吹付け塗装 B C

ベランダ・手摺 ベランダ・階段 アルミ A B

貯水槽 ポンプ直送式 FRP　18㎥ A B

通路等 舗装 アスファルト A B

公園等 遊具無 土　雑草が繁茂している A B

集会所等 なし

駐車場 あり アスファルト B

物置 コンクリート 吹付け塗装 B

内部

特記事項

R6 供用部分照明交換（LED化）

浴室周辺の木部に湿気による腐食が見られる。

全体的に湿気が高くカビが発生する。

河東団地

21

耐用年数1/2超過年次

中廊下型

受水槽

アルミ

下水道

プロパン

あり

施設の状態

仕様

災害危険区域

家屋倒壊等

氾濫想定区域

（氾濫流・河岸侵食）

1階スロープあり

修繕履歴

H24　ガス供給設備修繕

H27　受水槽修繕

R1　LPガス保管庫改修

R6 給水ポンプ更新



現地調査票



現地調査票



住宅名

住所 大仁1-12 専用住宅面積（㎡） 91.1 91.4

建築年次 H15 戸数

耐用年数超過年次 R55 R20

都市計画 市街化調整区域

延床面積（㎡） 2,769.76

建築面積（㎡） 1,227.54

敷地面積(㎡） 4,070.89

構造 RC造 住戸形式

階数 4階建 給水

駐車場 あり 排水

駐輪場 あり ガス

スロープ なし 手摺

浴室 あり 給湯設備

H26状態 R6状態

屋上・屋根 カラー鉄板・一部陸屋根 ウレタン防水 A B

樋 塩ビ管 鉄製金具 B C

外壁 RC上塗り 吹付け塗装 B B

ベランダ・手摺 ベランダ・階段 アルミ A B

貯水槽 ポンプ直送式 FRP　28㎥ A B

通路等 舗装 インターロッキング A B

公園等 遊具無 土 A B

集会所等 あり RC造 B

駐車場 あり アスファルト B

物置 コンクリート 吹付け塗装 B

内部

特記事項

H27　受水槽ポンプ交換

H27　調整池浚渫

H28　浄化槽仕切り板修繕

R2　　共用栓用給水管漏水修繕

R4　　ガスバルクタンク交換

R4　　集会室畳表替

R5　　共用部分照明器具交換（LED化）

神島住宅

40

耐用年数1/2超過年次

フラット

受水槽

合併浄化槽

プロパン・バルクタンク

アルミ

なし

施設の状態

仕様

災害危険区域

土砂災害警戒区域

（土石流）

家屋倒壊等

氾濫想定区域

（氾濫流・河岸侵食）

エレベーターあり、バリアフリー対応済み

水害の際に床上浸水となることがある。

修繕履歴

H17 　防水壁設置

H22　浄化槽・ポンプ修繕

H25　横断側溝設置







■公営住宅等による要支援世帯数の推計結果

１-１．「公営住宅の入居資格世帯数」及び「著しい困窮年収水準未満の世帯数」の推計結果 ２-1．特定のニーズを有する要支援世帯数の推計結果（概要）

2,129 1,967 1,812 1,670 1,546 1,419 Ａ 115 96 81 70 60 52

1,282 1,148 1,029 925 837 753 Ｂ 338 331 317 296 274 251

Ｃ 64 57 52 47 43 39

　 Ｄ 45 51 53 54 53 52

453 427 398 366 334 303

179 153 133 116 103 91

517 484 450 412 377 342

562 535 503 466 430 393

【推計条件】

１-２．世帯人員別の「公営住宅の入居資格世帯数」及び「著しい困窮年収水準未満の世帯数」の推計結果 １－①－３．〈借家世帯〉住宅の所有関係・年間収入階級・世帯人員別の主世帯数の推計

　　 ・「借家世帯の住宅所有関係・年間収入階級・世帯人員別主世帯数の構成比」の推計方法 ⇒ を適用

■世帯人員別の公営住宅入居資格世帯数 １－②.　年間収入五分位階級の境界値と各収入分位階級別の世帯の構成割合の推計

　　 ・「年間収入五分位階級の境界値」の推計方法 ⇒ を適用

２－①－１.　公営住宅収入基準

1人・ 60歳 以上 662 674 671 661 649 628 　　・「本来階層の収入分位の上限値」 ⇒ 本来階層 ：政令月収 15.8 万円以下

655 547 456 380 318 263 　　・「裁量階層の収入分位の上限値」 ⇒ 裁量階層 ：政令月収 15.8 万円超 21.4 万円以下

470 445 417 390 365 338 ２－③.　単身世帯のうち対象とする世帯（世帯主年齢）

262 234 210 190 172 155 　　・本来階層及び裁量階層で対象とする 「単身世帯の世帯主年齢」 ⇒ を対象

65 53 42 33 26 20 　　・本来階層及び裁量階層で対象とする「単身世帯の世帯数の割合」の推計方法 ⇒ を適用

16 15 16 16 16 16 ２－④.　夫婦のみ世帯のうち対象とする世帯（世帯主年齢）

2,129 1,967 1,812 1,670 1,546 1,419 　　・本来階層及び裁量階層で対象とする 「夫婦のみ世帯の世帯主年齢」 ⇒ を対象

　　・本来階層及び裁量階層で対象とする「夫婦のみ世帯の世帯数の割合」の推計方法 ⇒ を適用

■世帯人員別の著しい困窮年収世帯数 ２－⑤.　子育て世帯のうち対象とする世帯（子どもの年齢等）

　　・本来階層及び裁量階層で対象とする 「子育て世帯の子どもの年齢等」 ⇒ を対象

　　・裁量階層で対象とする「子育て世帯の世帯数の割合」の推計方法 ⇒ を適用

1人・ 60歳 以上 335 334 326 316 306 293 ３－②.　著しい困窮年収世帯

370 283 214 160 117 82     ・採用する「著しい困窮年収世帯」の推計方法 ⇒

334 322 307 291 277 260

175 154 135 118 103 90     ・優先入居等を行っている場合の政令月収の基準 ⇒ 優先入居等対象 ：政令月収 10.4 万円以下

53 41 32 25 19 14     ・家賃負担限度率の設定における地域補正の考慮の有無 ⇒ を適用

15 14 15 15 15 14 Ａ．著しい困窮年収の世帯のうち、最低居住面積水準未満の世帯数の推計

1,282 1,148 1,029 925 837 753     ・最低居住面積水準達成率の推計にあたっての誘導居住面積水準達成世帯の扱い ⇒ を適用

    ・「高家賃負担以上の世帯の割合」の推計方法 ⇒ を適用

を適用

対数近似によるトレンド推計

対数近似によるトレンド推計

60歳以上

対数近似によるトレンド推計

60歳以上

Ａ＋Ｃ　合計

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

2045
年度央

5人

6人以上

合計

公営住宅の入居資格世帯数（Ｙ）

著しい困窮年収水準未満の世帯数（Ｘ）

2045
年度央

Ａ＋Ｂ　合計

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

著しい困窮年収水準未満であり、かつ、最低居住面積水準以上である世帯のうち、高家賃負担率以上である世帯数

著しい困窮年収水準以上であり、かつ、最低居住面積水準未満である世帯数

著しい困窮年収水準以上であり、かつ、最低居住面積水準以上である世帯のうち、高家賃負担率以上である世帯数

著しい困窮年収水準未満であり、かつ、最低居住面積水準未満である世帯数

2035
年度央

2040
年度央

Ａ＋B＋Ｃ　合計

2人

4人

Ａ～Ｄ　合計

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

2045
年度央

3人

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

2045
年度央

対数近似によるトレンド推計

子どもが６歳未満

対数近似によるトレンド推計

地域毎の民間市場での家賃水準等を踏まえた必要年収
未満世帯

地域補正を考慮する

2人

4人

5人

6人以上
合計 誘導居住面積水準達成世帯を除く

対数近似によるトレンド推計

3人

2,129

1,967

1,812
1,670

1,546
1,419

1,282
1,148

1,029
925

837
753

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2020

年度央

2025

年度央

2030

年度央

2035

年度央

2040

年度央

2045

年度央

公営住宅の入居資格世帯数（Ｙ）
著しい困窮年収水準未満の世帯数（Ｘ）

115 96 81 70 60 52

338
331

317
296

274
251

64
57

52
47

43
39

45
51

53
54

53
52

0

100

200

300

400

500

600

2020

年度央

2025

年度央

2030

年度央

2035

年度央

2040

年度央

2045

年度央

特定のニーズを有する要支援世帯

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

資料②



■要支援世帯数の推計結果

２-２．特定のニーズを有する要支援世帯数の推計結果（詳細） 本来階層 15.8 万円以下 単身世帯 60歳以上 夫婦のみ世帯 60歳以上 子育て世帯 子どもが６歳未満

裁量世帯 21.4 万円以下

Ａ．著しい困窮年収水準未満であり、かつ、最低居住面積水準未満である世帯数 2020年
　年収

■世帯数 本来階層15.8万円以下・裁量階層は21.4万円以下

19 18 17 16 15 14 著しい困窮年収ライン

21 15 11 8 6 4

30 26 23 21 19 17

27 22 18 15 12 10

13 9 6 5 3 2

6 5 5 5 5 5

115 96 81 70 60 52

2025年
　年収

Ｂ．著しい困窮年収水準未満であり、かつ、最低居住面積水準以上である世帯のうち、高家賃負担率以上である世帯数 本来階層15.8万円以下・裁量階層は21.4万円以下

■世帯数
著しい困窮年収ライン

77 84 88 89 88 86

118 98 79 61 45 32

103 111 116 115 113 109

28 27 26 24 22 20

11 9 8 6 5 4

0 0 0 0 0 0 2030年
338 331 317 296 274 251 　年収

本来階層15.8万円以下・裁量階層は21.4万円以下

Ｃ．著しい困窮年収水準以上であり、かつ、最低居住面積水準未満である世帯数
著しい困窮年収ライン

■世帯数

19 19 18 18 17 16

16 14 12 11 10 8

12 10 8 7 6 5

13 11 10 9 8 7 2035年
3 2 2 2 1 1 　年収

0 0 0 0 1 1 本来階層15.8万円以下・裁量階層は21.4万円以下

64 57 52 47 43 39

著しい困窮年収ライン

Ｄ．著しい困窮年収水準以上であり、かつ、最低居住面積水準以上である世帯のうち、高家賃負担率以上である世帯数

■世帯数

31 35 38 39 40 40

11 11 11 10 9 8 2040年
3 3 3 3 3 3 　年収

0 1 1 1 1 1 本来階層15.8万円以下・裁量階層は21.4万円以下

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

45 51 53 54 53 52 著しい困窮年収ライン

合計

2045年
　年収

Ａ 115 96 81 70 60 52 本来階層15.8万円以下・裁量階層は21.4万円以下

Ｂ 338 331 317 296 274 251

Ｃ 64 57 52 47 43 39

Ｄ 45 51 53 54 53 52 著しい困窮年収ライン

453 427 398 366 334 303

179 153 133 116 103 91

517 484 450 412 377 342

562 535 503 466 430 393

Ａ＋Ｂ＋Ｃ　合計

Ａ～Ｄ　合計

2030
年度央

2035
年度央

要支援世帯数

著しい困窮年収水準未満であり、かつ、最低居住面積水準未満である世帯数

著しい困窮年収水準未満であり、かつ、最低居住面積水準以上である世帯のうち、高家賃負担率以上である世帯数

著しい困窮年収水準以上であり、かつ、最低居住面積水準未満である世帯数

著しい困窮年収水準以上であり、かつ、最低居住面積水準以上である世帯のうち、高家賃負担率以上である世帯数

Ａ＋Ｂ　合計

Ａ＋Ｃ　合計

Ｂ．うち高家賃負担率以上

Ｂ．うち高家賃負担率以上

96世帯 331世帯

　かつ、最低居住面積水準未満 Ｂ．うち高家賃負担率以上

81世帯 317世帯

　かつ、最低居住面積水準未満 Ｂ．うち高家賃負担率以上

47世帯 54世帯

Ａ．著しい困窮年収水準未満、 著しい困窮年収水準未満、かつ、最低居住面積水準以上

最低居住面積水準

Ｃ．著しい困窮年収水準以上、 著しい困窮年収水準以上、かつ、最低居住面積水準以上　

　かつ、最低居住面積水準未満　 Ｄ．うち高家賃負担率以上

52世帯 53世帯

Ａ．著しい困窮年収水準未満、 著しい困窮年収水準未満、かつ、最低居住面積水準以上

2045
年度央

2045
年度央

2040
年度央

2045
年度央

合計

6人以上

4人

5人

世帯人員
2020
年度央

2030
年度央

2035
年度央

合計

5人

2020
年度央

2025
年度央

2人

3人

4人

5人

6人以上

6人以上

合計

2025
年度央

3人

2040
年度央

2020
年度央

2025
年度央

4人

5人

2040
年度央

2020
年度央

2025
年度央

世帯人員
2020
年度央

2040
年度央

2025
年度央

1人

2人

3人

合計

世帯人員

1人

2人

1人

世帯人員

Ｃ．著しい困窮年収水準以上、 最低居住面積水準以上　かつ　著しい困窮年収水準以上

　かつ、最低居住面積水準未満　 Ｄ．うち高家賃負担率以上

64世帯 45世帯

Ａ．最低居住面積水準未満 最低居住面積水準以上　かつ　著しい困窮年収水準未満

　かつ　著しい困窮年収水準未満 Ｂ．うち高家賃負担率以上

　かつ、最低居住面積水準未満

2035
年度央

2045
年度央

2045
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2030
年度央

居住面積水準

最低居住面積水準

Ｃ．著しい困窮年収水準以上、 著しい困窮年収水準以上、かつ、最低居住面積水準以上　

　かつ、最低居住面積水準未満　 Ｄ．うち高家賃負担率以上

57世帯 51世帯

Ａ．著しい困窮年収水準未満、 著しい困窮年収水準未満、かつ、最低居住面積水準以上

115世帯 338世帯

3人

4人

6人以上

1人

2人

70世帯 296世帯

　かつ、最低居住面積水準未満

Ａ．著しい困窮年収水準未満、 著しい困窮年収水準未満、かつ、最低居住面積水準以上

39世帯 52世帯

最低居住面積水準

Ｃ．著しい困窮年収水準以上、 著しい困窮年収水準以上、かつ、最低居住面積水準以上　

　かつ、最低居住面積水準未満　 Ｄ．うち高家賃負担率以上

43世帯 53世帯

Ａ．著しい困窮年収水準未満、 著しい困窮年収水準未満、かつ、最低居住面積水準以上

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

　かつ、最低居住面積水準未満 Ｂ．うち高家賃負担率以上

52世帯 251世帯
居住面積水準

最低居住面積水準

著しい困窮年収水準未満の世帯
地域毎の民間市場での家賃水準等を踏まえた必要年収

未満世帯

60世帯 274世帯
居住面積水準

最低居住面積水準

Ｃ．著しい困窮年収水準以上、 著しい困窮年収水準以上、かつ、最低居住面積水準以上　

　かつ、最低居住面積水準未満　 Ｄ．うち高家賃負担率以上

居住面積水準

最低居住面積水準

Ｃ．著しい困窮年収水準以上、 著しい困窮年収水準以上、かつ、最低居住面積水準以上　

　かつ、最低居住面積水準未満　 Ｄ．うち高家賃負担率以上

居住面積水準

居住面積水準



【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

帝産台住宅 28 RC S63 R8
貯水槽・給水
ポンプ更新
（長寿命化）

2,860

新鍋沢住宅 28 RC H2 R9 貯水槽更新
（長寿命化） 2,697

天野団地 21 RC H5 R8 外壁改修
(長寿命化）

給水ポンプ更
新
（長寿命化）

2,039

河東団地 A 12 RC H7 R8 外壁改修
(長寿命化）

貯水槽更新
（長寿命化） 1,313

河東団地 B 9 RC H7 R8 外壁改修
(長寿命化）

貯水槽更新
（長寿命化） 985

神島住宅 40 RC H15 R9 外壁改修
(長寿命化）

貯水槽・給水
ポンプ更新
（長寿命化）

4,805

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

伊豆の国市

構造
次期点検時期

　事業主体名：

　住宅の区分：

LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考団地名
住棟
番号

戸数
建設
年度

修繕・改善事業の内容

1

資料③



【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に
準じた点検

○○団地 Ｔ－１ 80 RC造 S40 H28 H29～30 ○○○ 記載例

□□団地 Ｊ－３ 40 RC造 S37 H29 H33 □□□ 記載例

（仮称）
△△団地

Ｗ－６ 72 RC造 － H37 △△△
新規整備予定
記載例

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

伊豆の国市

LCC
（千円/年）

その他（　　　　　　　　　　）

次期点検時期
備考

新規又は建
替整備予定

年度
団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度

該当なし



【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

○○団地 集会所 S48 H28
外壁改修
(長寿命) 記載例

□□団地
児童遊園

（ブランコ）
S53 H29

更新
(長寿命) 記載例

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

　事業主体名：

備考
維持管理・改善事業の内容

団地名 共同施設名 建設年度
次期点検時期

伊豆の国市

　住宅の区分：

該当なし



伊豆の国市公営住宅等⾧寿命化計画（年次計画）

住宅名 戸数
建築

年次

耐用

年数

耐用

年限

耐用年数

1/2経過
修繕内容 修理履歴 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 備考

経過年数 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52

実施時期 募集停止

経過年数 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49

実施時期 募集停止

経過年数 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48

実施時期 募集停止

経過年数 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46

実施時期 〇

経過年数 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

実施時期 〇

経過年数 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46

実施時期 〇

1,428 22,540

経過年数 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44

実施時期 〇

経過年数 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44

実施時期 〇

1,428 20,160

経過年数 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

実施時期 〇

経過年数 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

実施時期 〇

経過年数 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

実施時期 〇

36,750 2,856

経過年数 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39

実施時期 〇

経過年数 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39

実施時期 〇

36,750 15,120

経過年数 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

実施時期 〇

経過年数 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

実施時期 〇

経過年数 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

実施時期 〇

70,000 32,200

20 解体工事 〇

38,200

その他

田京住宅

18

25

なし

なし

修繕周期（年）

H27修繕

40 2003 70 2073 2038

外壁塗装

貯水槽更新

揚水ポンプ更新

18

25

15

なし

H27修繕

なし

21 1993 70 2063

1995 70 2065 2030

外壁塗装

貯水槽更新

21

28 1990 70 2060

2023

貯水槽更新 25なし

共用部分照明設備更新 15なし

2025

28 1988 70 2058 揚水ポンプ更新 15H22更新

共用部分照明設備更新 15

2005新帝産台住宅 7 1982 45 2027

2009

桜木町住宅 7 1985 45 2030 2008

旭平住宅 15 1986 45 2031

事業費（千円）

事業費（千円）

帝産台住宅

新鍋沢住宅

事業費（千円）

天野団地

事業費（千円）

河東団地

事業費（千円）

神島住宅

事業費（千円）

貯水槽更新 25なし

なし

2028

外壁塗装

揚水ポンプ更新

共用部分照明設備更新

18

15

15

H21修繕

なし

資料④
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モデル住棟別LCCの算定 ：入力欄

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H36
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟
経過年数

■改善項目
項目
全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽 720,000 円/戸 39 年
給水ポンプ 85,000 円/戸 39 年
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 805,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽 39 年
給水ポンプ 39 年
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 2,800,000 円/戸

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

帝産台住宅

28
中耐階段室型

S63
S60

S60中耐階段室型

36

費用 改善実施時点の経過年数

－

1
1

2 －

資料⑥



■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 47 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 5,464,169 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

609,873 円

② 修繕費Ａ 6,074,042 円

③ 建設費（推定再建築費） 8,484,700 円

④-1 除却費 2,800,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.650 ％

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 1,818,827 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 348,459 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 70 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

1,928,391 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

89,006 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1ｰ⑦-2） 7,303,554 円

⑧-1 長寿命化型改善費 805,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 715,642 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 8,484,700 円

⑩-1 除却費 2,800,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.264 ％

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 737,946 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 246,312 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 102,147 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 2,860,113 円／棟・年

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用

②-1と②-2の合計

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）を実施する場合に想定される管理
期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費
及び長寿命化計画の計画期間以後に想定さ
れる長寿命化型改善事業費の総額、当該改善
を複数回行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値
化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－



モデル住棟別LCCの算定 ：入力欄

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H36
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟
経過年数

■改善項目
項目
全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽 720,000 円/戸 38 年
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 720,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽 38 年
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 2,800,000 円/戸

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

新鍋沢住宅

28
中耐階段室型

H2
S60

S60中耐階段室型

34

費用 改善実施時点の経過年数

－

1

1 －



■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 47 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 3,665,333 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

1,919,263 円

② 修繕費Ａ 5,584,596 円

③ 建設費（推定再建築費） 7,990,000 円

④-1 除却費 2,800,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.601 ％

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 1,681,607 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 324,600 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 70 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

3,067,230 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

40,296 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1ｰ⑦-2） 6,692,267 円

⑧-1 長寿命化型改善費 720,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 615,459 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 7,990,000 円

⑩-1 除却費 2,800,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.244 ％

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 682,272 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 228,286 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 96,314 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 2,696,803 円／棟・年

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用

②-1と②-2の合計

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）を実施する場合に想定される管理
期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費
及び長寿命化計画の計画期間以後に想定さ
れる長寿命化型改善事業費の総額、当該改善
を複数回行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値
化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－



モデル住棟別LCCの算定 ：入力欄

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H36
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟
経過年数

■改善項目
項目
全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 1,750,000 円/戸 32 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ 85,000 円/戸 33 年
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 1,835,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 32 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ 33 年
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 2,800,000 円/戸

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

天野団地

21
中耐階段室型

H5
H7

H7中耐階段室型

31

費用 改善実施時点の経過年数

－

1

1

2 －



■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 47 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 3,849,638 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

2,003,104 円

② 修繕費Ａ 5,852,742 円

③ 建設費（推定再建築費） 9,729,100 円

④-1 除却費 2,800,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.534 ％

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 1,494,943 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 363,336 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 70 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

3,115,441 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

426,728 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1ｰ⑦-2） 6,538,351 円

⑧-1 長寿命化型改善費 1,835,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 1,761,280 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 9,729,100 円

⑩-1 除却費 2,800,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.217 ％

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 606,538 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 266,218 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 97,118 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 2,039,472 円／棟・年

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用

②-1と②-2の合計

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）を実施する場合に想定される管理
期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費
及び長寿命化計画の計画期間以後に想定さ
れる長寿命化型改善事業費の総額、当該改善
を複数回行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値
化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－



モデル住棟別LCCの算定 ：入力欄

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H36
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟
経過年数

■改善項目
項目
全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 1,750,000 円/戸 31 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽 720,000 円/戸 35 年
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 2,470,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 31 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽 35 年
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 2,800,000 円/戸

2 －

1

H7中耐階段室型

29

費用 改善実施時点の経過年数

－

1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

河東団地
A
12

中耐階段室型
H7
H7



■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 47 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 3,654,681 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

3,192,719 円

② 修繕費Ａ 6,847,399 円

③ 建設費（推定再建築費） 11,752,000 円

④-1 除却費 2,800,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.494 ％

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 1,382,159 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 425,140 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 70 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

4,434,968 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

490,062 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1ｰ⑦-2） 7,599,586 円

⑧-1 長寿命化型改善費 2,470,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 2,187,000 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 11,752,000 円

⑩-1 除却費 2,800,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.200 ％

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 560,778 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 315,705 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 109,434 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 1,313,212 円／棟・年

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費
及び長寿命化計画の計画期間以後に想定さ
れる長寿命化型改善事業費の総額、当該改善
を複数回行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値
化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）を実施する場合に想定される管理
期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用

②-1と②-2の合計



モデル住棟別LCCの算定 ：入力欄

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H36
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟
経過年数

■改善項目
項目
全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 1,750,000 円/戸 31 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽 720,000 円/戸 35 年
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 2,470,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 31 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽 35 年
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 2,800,000 円/戸

2 －

1

H7中耐階段室型

29

費用 改善実施時点の経過年数

－

1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

河東団地
B
9

中耐階段室型
H7
H7



■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 47 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 3,654,681 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

3,192,719 円

② 修繕費Ａ 6,847,399 円

③ 建設費（推定再建築費） 11,752,000 円

④-1 除却費 2,800,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.494 ％

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 1,382,159 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 425,140 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 70 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

4,434,968 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

490,062 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1ｰ⑦-2） 7,599,586 円

⑧-1 長寿命化型改善費 2,470,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 2,187,000 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 11,752,000 円

⑩-1 除却費 2,800,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.200 ％

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 560,778 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 315,705 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 109,434 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 984,909 円／棟・年

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費
及び長寿命化計画の計画期間以後に想定さ
れる長寿命化型改善事業費の総額、当該改善
を複数回行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値
化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）を実施する場合に想定される管理
期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用

②-1と②-2の合計



モデル住棟別LCCの算定 ：入力欄

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H36
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟
経過年数

■改善項目
項目
全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 1,750,000 円/戸 30 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽 720,000 円/戸 31 年
給水ポンプ 85,000 円/戸 31 年
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 2,555,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水
床防水
外壁塗装等 30 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽 31 年
給水ポンプ 31 年
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 2,800,000 円/戸

3 －

1
1

H17中耐片廊下型

21

費用 改善実施時点の経過年数

－

1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

神島

40
中耐片廊下型

H15
H17



■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 47 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 2,298,974 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

3,423,145 円

② 修繕費Ａ 5,722,119 円

③ 建設費（推定再建築費） 13,750,000 円

④-1 除却費 2,800,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.361 ％

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 1,009,930 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 435,788 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 70 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

4,326,990 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

462,816 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1ｰ⑦-2） 6,163,148 円

⑧-1 長寿命化型改善費 2,555,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 1,773,356 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 13,750,000 円

⑩-1 除却費 2,800,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.146 ％

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 409,755 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 315,661 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 120,127 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 4,805,097 円／棟・年

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費
及び長寿命化計画の計画期間以後に想定さ
れる長寿命化型改善事業費の総額、当該改善
を複数回行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値
化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）を実施する場合に想定される管理
期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用

②-1と②-2の合計
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